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1
序 論
―?『統一法曹』をめぐる改革思潮?―
1『統一法曹』『統一法曹養成』
ドイツでは、『統一法曹』とそのための『統一法曹養成』が、200年来の
ゆるぎない信仰であ
(１)
った。
⑴ 法曹資格とは裁判官資格のこと
ドイツの法曹養成は、『裁判官資格の取得』のためにあり、この資格を
持つ者だけが、裁判官、検察官、行政官などの官僚法曹となるだけでな
く、弁護士、公証人の民間法曹となるための資格として統一されている。
だが、これらの法律専門職すべてに『統一』(Einheit）に養成されると
いうよりも、法曹養成が、実は裁判官資格の取得という『単一』(Einzig-
keit）の目標のために行われ、他の法律職が、自分の後継者の採用のため
にこの裁判官資格の取得を利用しているだけであると言える。
かって、法曹養成が、裁判官資格取得を中心にして他の法律専門職資格
の総則的規定の意味をもって、1877年のドイツ裁判所構成法（２条以下）
に規定されていたのであるが、1961年に削除され、その後、時限的な、い
わゆる「60年代一元的修習モデル」の実施もあって紆余曲折したが、結
局、現行のように、ドイツ裁判官法（５条以下）に規定されることになっ
た。つまり、すべての法曹資格の総則的規定の意味はなくなり、まさに、
『ドイツ裁判官法』という法律に規定されていること自体が明らかにして
いるように、裁判官となる者の資格だけを、直接の目的として、規定され
たのである。
検察官については、検察庁の機構、職務内容などともに、裁判所構成法
に「検察官の職務の追行は、裁判所から独立して行う」と規定しておきな
がら（150条)、?検察官は裁判官資格をもつ者に限り任命される」と裁判
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官法に規定されている（122条)。同じように公証人についても「ドイツ裁
判官法により、裁判官資格を取得した者に限り、任命することができる」
となっている（公証人法５条)。
ところが、このような法曹だけではなく、弁護士についてさえも、弁護
士資格の認可を受けることができるのは、?ドイツ裁判官法により裁判官
資格を取得した者のみに限られる」とドイツ連邦弁護士法4条は定めてい
るのである。
ことほどさように、ドイツの法曹養成は、裁判官資格の取得を目的にす
る。だから、今度の（2002年７月）改正法は、通称は『法曹養成改革法』
(Juristenausbildungsreformgesetz）であるが、正式名称は、『ドイツ裁判官
法及びドイツ連邦弁護士法の変更』Änderung des Deutschen Richter-
gesetzes und der Bundesrechtsanwaltsordnungである。そして、ここで
も、当然のことながら、『統一法曹』『統一法曹養成』は維持されている。
⑵ 『統一法曹』の由縁
このように、『統一法曹』『統一法曹養成』が維持される根拠について
は、いろいろ論議されているが、ひとつには、まちがいなく、ドイツ特有
の事情による。
現在でさえも、ドイツは16のラントからなる『連邦制』であり、各ラン
トはかなりに独立性をもっているから、それぞれに司法事情は異なるし、
いわんや法曹養成教育をどのようにするかは、各ラントの専管事項として
任されているのでラントの制定する法曹養成法 Juritenausbildungs-
gesetz、法曹養成規則 Juritenausbildungsverordnungによって、それぞ
れ独自の方法で行われ、従ってその実際の養成環境もさまざまである。
まず、大学の法学部教育自体も各ラントの工夫で行っているが、大学法
学部終了後の第一次国家試験も各ラントごとに行われ、受験者数も合格の
難易･比率もあまりにもまちまちである。また、実務修習も、決して、統
一されているわけではなく、むしろ、ラントごとに、法曹養成法、法曹養
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成規則により、各修習箇所における人数、修習期間から修習方法、それに
修習の要であるアルバイトゲマインシャフトにいたるまで、それぞれに独
自の特色が発揮されている。さらに、実務修習終了後の第二次国家試験
も、各ラントで各別に行われるから、その結果である成績も、最近こそ、
比較的、平均化されてきているが、同じドイツの東･西･南･北で、もの
のみごとに、それぞれに激しい格差が
(２)
ある。
法曹養成の最高責任者は、各ラントの高等裁判所の長官であるが、その
高等裁判所の名称もラントによっては異なることもあり、設置数もそれぞ
れである。弁護士活動もラントの地域ごとの分属主義が行われ、従って、
弁護士活動ができるためには、各ラントの弁護士会ごとの認可が必要であ
る。
現在でさえも、このような事情のもとにあるために『統一法曹』、『統一
法曹養成』を理念として振りかざさない限り、各地域ごとの法曹養成はあ
まりにもばらつきが多すぎることになるから、その結果として、法曹の資
質にも差異が生じてくることになる。
そこで、ドイツ全体に行われる法曹資格のために裁判官資格を統一的な
基準として要求し、その資格取得こそが、法曹養成教育の目的であると定
めて、その目的達成に必要な要件･手続きの大枠だけを定める大綱法
（Rahmengesetz）としてドイツ裁判官法が行われることになる。
このような由縁を、文献は、例外なく、1871年のドイツの統一以来の伝
統として、ことにプロイセンの裁判所法に求める。つまり、1871年のドイ
ツの統一にいたるまでは、ドイツの国々（現在のラント）では、裁判官資
格の付与でさえも、くくまちまちであり、弁護士資格の付与についても、
それ以上にさまざまであったために、ここに統一したと言われている。
しかし、統一養成の法的規制は、実際には、かなり旧い。そして、『統
一法曹』という理念で問題になったのは、弁護士資格との関係である。こ
れは、すでに、19世紀の半ばごろには、弁護士のためには裁判官と同一の
準備教育が必要とされるという原則が確立されていたが、プロイセンでも
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久しい以前からこの原則が行われ、弁護士資格のためにも、裁判官資格を
要件とすることによって統一をはかってきた。
プロイセンの1849年１月２日のVerordnung37条では、この原則の採用
を確立し、それまでの、準備教育がさまざまであったこと、とくに第三回
目の試験は下級審裁判官には必要とされなかったことも、1851年４月26日
の法律により廃止している。かくて、すべての裁判官、従ってすべての弁
護士に第三回目の試験が必要となっている。この後、1867年６月26日に
は、シュレスビィッヒ･ホルシュタイン、ヘッセン、ナッソウがすべての
裁判官、すべての弁護士のために、３年間の法学部教育、４年間の実務修
習と二つの試験の必要であることをVerordnungが規定している。この
ようなシステムは、1871年以前には、全プロイセンに1869年５月６日の法
律により拡大され、また、他のドイツ国家（現在のラント）でも、弁護士
となるために裁判官の資格が要求されている。ザクセン（1867年)、バイ
エルン（1863年)、ビュルテンベルク（1862年)。このことを弁護士法に明
記するのは、コーブルク･ゴータが1862年の弁護士法、バーデンは1864年
の弁護士法において、である。
こうして、ドイツ統一後の1877年の裁判所構成法は、『統一法曹』『統一
法曹養成』を確立したのである。それ以来、この理念は、ドイツの法制度
上、先験的認識であって、これまで、戦争直後の混乱の時期を除けばを歴
史的にも疑われたこともなく、確固とした盤石な信念に基づくものであっ
た。とすれば、実務修習の内容も、それに即して、どのようにして裁判官
の養成を徹底して効率的にはかることができるかが中心となるのは当然で
あり、弁護士実務も、裁判官として知るべき範囲に重点がおかれる傾向と
なるのも、当然のなりゆきであった。
しかも、実務修習の後に、裁判官となる者のためには、この養成方法は
きわめて適切であることは間違いない。だから、ドイツの実務修習は、
『法曹養成』のためであると言わないで、『裁判官養成』のためであるとい
うべきことになる。そこで、しばしば、ドイツの実務修習の目的は「高等
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裁判所の長官」にするためにあると揶揄されるのは、むしろ、肯 を得て
いる皮肉である。これに対して、Mu?nchは、しかし、?この皮肉には、や
はり、ドイツの法曹養成は、裁判官だけではく、検察官、弁護士、行政官
にいたるまでの法曹を育成していることが故意に沈黙されている」と批判
して、統一法曹養成を擁護して
(３)
いる。しかしながら、実務修習の後に裁判
官、検察官になる者は、現在では、実務修習終了者の全体のうちの15％に
もならない。それ以外の者は、ほとんどすべて、弁護士になるし、あるい
はならざるを得ない。そうすると、このような裁判官の育成だけを目的と
する実務修習では、法曹養成としては、まるで、見当はずれだとういうこ
とになる。
⑶ 『統一法曹は死滅すべし』
しかし、これまでの確固不動の信仰であった裁判官養成を目的とする
『統一法曹』の理念に基づく『統一法曹養成』に固執する限りでは、これ
までの伝統的な修習体制を維持してゆかざるをえない。
ところが、それが、ここへきて、『統一法曹』という理念自体が、?現代
社会にそぐわない」とか「時代おくれ」であるというのは、まだしも、実
は、はじめからこれは、?虚構」Fiktionであったとか、?おとぎ話し」だ
と決め付けられるようにもなり、さらに、このような『統一法曹養成教
育』の長年にわたる の無理強いの結果が、ドイツの法曹養成自体に、
種々の弊害を生じせしめ、ことに、諸外国との比較では、きわめて劣悪な
状況に追い込まれいる事態が列挙されるようになっていった。とりわけ、
近年の EU統合の照射によって、その弊害が顕著に露呈していると激しく
糾弾されるところとなり、『統一法曹養成』を廃止する緊急の改革こそ、
ドイツにとっては、司法改革の焦眉の急を要する問題であると指摘される
ようにさえなっていったのが現状である。
数ある問題のうちでも、数字ではっきり示される問題点の一つに、ドイ
ツにおける法律専門職の開始年齢の高齢化が指摘されている。この原因
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も、ドイツ特有の問題である１年間の兵役義務はともかくとしても（最
近、これが改革されようとしている)、法学部教育終了後、第一次国家試験
に合格してから、実務修習を開始するまで、その順番を待機していなけれ
ばならないが、その期間が１年以上になることもある。また、建前えとし
ては、確かに、大学教育は５年間程度であるが、第一次国家試験は２回ま
でしか受験できないところから、合格の確実を期するために、大学におい
て受験準備に時間がかけられて、在学５年目、６年目（平均５年半）に初
めて受験することに
(４)
なる。そうすると、さらに高齢化が進むことはさけら
れないが、これを防ぐために、受験回数にはカウントされない、在学中の
試し受験が認められているし、その合格率もかなり高いが、この合格率が
高ければ高いほど、修習受容枠は固定しているのであるから、試し受験以
外に、正規に受験して合格した者の待機期間も長引くことも出てくる。こ
うして法律家としての職業を開始する年齢が高くなってくるのは当然であ
る。30歳を超えて初めて開始することさえも平均的であると指摘されるこ
ともある。
このような弊害よりも、もっと深刻な問題がドイツの法曹界だけでな
く、ドイツの国民全体を襲うことになった。それは、未成熟弁護士の激増
の問題である（Massenproblem)。大量に押しかけた、法学部の学生がそ
のまま実務修習に流れ込むが、そのほとんどが弁護士にならざるを得ない
状況にありながら、一方で弁護士修習をほとんど受けることはないし、他
方、修習を受けても、その実務修習は裁判官養成を中心にしたプログラム
であるから、弁護士養成を軽視する（というより、無視する）養成の方法
では、到底、優れた弁護士の輩出は望めない。
このようなことでは、弁護士界にとっての危機であるばかりでなく、ド
イツ司法の信頼を揺るがせることになり、国民の司法による法的保護も十
全にははかれないことになる。その根源が『統一法曹』、『統一法曹養成』
にあると考えられたのである。
確かに、裁判官養成だけを主要な目的とするしくみでは、実際に、それ
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ぞれ特有の任務をもつ行政官や弁護士の必要不可欠な知識と本格的な実践
能力の修得はできないはずである。
かくて、ドイツ連邦弁護士会とドイツ弁護士協会は、共同で、実務修習
改革の基本テーゼを公表して、法曹養成の抜本的改革の実現を求めた。
1996年12月のことである。古くからドイツの弁護士界を構成する、この二
つの弁護士団体が共同で会合をもったのが、歴史上、『初めて』であった
ということは、外国人にとって仰天する出来事であるが、ドイツ人にとっ
ても意外であったらしく、この基本テーゼを紹介するときには、必ず、
『歴史上はじめて』であることが強調されている。
しかも、ドイツの社会に影響力のある、この二つの団体の共同会合の唯
一のテーマが、『法曹養成改革』であり、その結論は、『統一法曹は死滅す
べきである』ということであった。
この基本テーゼを擁護する立場からコメントした Stobbeは、この時期
（1997年）に、?ここ30年間の改革論議の経緯を見ると、なにか、わけのわ
からないものが浮かび上がってくる。ドイツ連邦共和国創設以来の法曹養
成改革の歴史だけでもふりかえると、ドイツの法曹は決して改革意欲が旺
盛ではなく、むしろ、改革無能力を証明しているのであり、高く掲げる改
革目標設定が、なんとも、欠けているのである。しかしながら、改革推進
派と改革反対派との間との最前線は、改革の波のまにまに漂いながら、核
心から離れて周辺をグルグル回ってばかりいるのである。それは、伝統的
な統一養成システムをできる限り固持したいという者たちの戦線の前をう
ろうろするだけである」と慨嘆して
(５)
いる。
これに対して、『統一法曹』の維持を固執する立場からは、次のように
反論が提起されている。
⑷ ドイツの『統一法曹』は諸外国羨望の的
Bo?kenferdeは『統一法曹は、依然として時代おくれとは思われない』
と断定してい
(６)
るが、『ドイツの統一法曹、統一法曹養成は、反論の余地の
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ない程すぐれた、制度であり、数多くの外国の羨望の的となっている』
と、かたくなに『統一法曹』維持論を展開している。そして、この統一法
曹養成モデルは、各人の収入とか、社会的地位あるいは個人的な人脈関係
とは関係なく、どの法律的職業にも統一的に参入できることを、すべての
人に保障していることが最大のメリットであると賛美するのである。
また、『ドイツにおける法曹養成教育は、とかく、伝えられている風評
よりも、はるかに秀ぐれている。ドイツの法曹養成教育を終了した法律家
の質は、国際比較から見ても優秀であると承認されている』と、かっての
『世界に冠たるわがドイツ?』という国歌の一部にもあったように、意気
軒昻ある。さらに続ける。ドイツが『EU加盟諸国の法曹養成と区別され
るのは、大学教育に引続く実践的準備期間（実務修習のこと）では、すべ
ての法律的専門職が統一的に養成され、しかも、それは国によって組織さ
れ、資格の付与も統一されている（統一法曹）ということである。これに
引き換え、他の国では、実践的準備期間は、たいがい、個々の法律職の種
類ごとに分離され、したがって、それぞれの職種には、それぞれ限定され
ただけの資格が与えられるのに過ぎない。ドイツではどうかと言えば、大
学教育と実務修習とは７年間つづくことになるが、これは全体としては、
ヨーロッパの法曹教育の平均的期間よりも長くはない。そこへもっていっ
て、?カミカゼ的」な実験的受験許可の導入により、大学での教育期間は、
もっとも短い教育課程期間となっているので
(７)
ある』。このように『統一法
曹』の伝統の特色を認めて、これを礼賛して、固執し、ドイツのこれまで
の法曹養成の信念には誤りのなかったことを強調する。これは、こんどの
『法曹養成改革法』の内容の実質をつくりあげた司法大臣会議･合同調整
委員会による法案立法理由書の冒頭の文章である。
ところが、このように展開された、伝統的な『統一法曹』、『統一法曹養
成』こそが正当であるとする信念に基づき、この維持をはかろうとする執
念に対して、これを打破した上で改革を実現しようとする前述の弁護士界
の改革意欲とが激突するのである。
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2 法曹人口の激増問題と改革要求
⑴ 法曹人口激増の原因
ドイツの法曹養成改革論議が熾烈を極めていた時期の1996年頃の法曹人
口は、およそ、連邦規模で16万5，000人、弁護士人口は９万人程度（現在
では12万人)、判事と検事を併せて２万8，000人（現在は、３万人)、行政法
律家 Juristen in der Verwaltungは３万5，000人から４万人、経済法律家
Wirtschaftsjuristen１万5，000人から２万人ということであった。そし
て、この後継者は13万5，000人（学生は11万人、修習生は２万5，000人）が後
続として控えている。ところが、1995年には、１万1，380人の学生が修習
生の試験に合格し、１万600人以上の修習生が第二次試験に合格している。
これがいかに多いかは日本とくらべれば明瞭になる。日本では司法試験
の合格者は、この当時は500人にとどまっていたし、２年ほど前から1，500
人となっている。
こうした、ドイツでの法曹人口の激増が、今次の『法曹養成改革法』制
定のきっかけとなっているのだが、実は、この法曹大量発生問題は、ドイ
ツ独特の教育制度の仕組みと法曹養成の構造の必然的ななりゆきにある。
高校卒業資格であるアビツァの試験に合格した高校生は希望すれば、だ
れでも、大学の法学部に進学できるし（授業料は無料であったが、ここのと
ころ有料に変革しつつある)、その法学部の卒業試験に当たる第一次国家試
験（７割以上が合格できる試験）に合格すれば、だれでも、２年間の実務修
習を受けることができる（この間は月額10万～20万円程度の手当てが支給さ
れる)。それを終了した者は、第二次国家試験を受験するが、それも８割
以上の受験生が合格できるし、その合格者は、だれでも、弁護士資格を取
得することができる。
そして、弁護士として活動できるためには、その地域の弁護士会に弁護
士登録を申請しなければならないが、ドイツ弁護士法は、その申請箇所の
地域弁護士会が、登録弁護士の数の多いことを理由に登録申請を拒絶して
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はならない、と定めているので、弁護士の数の増加は、歯止めがかかるこ
とはなく、限り無く増大していったのである。
しかも、ここまでに、すでに、重大な問題が二つあった。ひとつは、国
側の問題ともう一つは法曹となる者の側の問題である。まず、一つめは、
１万人を超える実務修習生に支給されるトータルを支える財政問題であ
る。これは、各ラントが負担するが、それでなくとも、現在では、財政の
困窮に喘ぐラントにすれば、ますますその増大する財政逼迫により悲鳴を
あげるのは当然である。これをなんとかしなければならない。
もう一つの問題は、前述のように、実務修習が裁判官資格の取得を目標
にするために、弁護士独自に必要な実務修習を軽視するプログラムによ
り、未成熟弁護士の大量発生につながってくる。
しかも、この二つの大きな問題の原因である『だれでもが、希望すれ
ば、自由に法曹になることができる』ことに対する抑制策はないことが、
解決をいっそう困難にし、深刻化させていったのである。
これを日本と較べて見ると、その深刻さの度合いは明瞭である。わが国
では、大学自体に入学試験があり、いわんや、法曹資格取得のための司法
試験は、予め、合格定員枠を決めてかかる競争試験であるから、どのよう
に、自分の解答が優秀な出来栄えであったとしも、その年度の受験の競争
相手が、それを上回る成績であれば、合格できない仕組みである（しか
し、受験集団の全体の質が低下していると、そのなかでの競争であるから、た
とえ、合格者であっても、実は、そのレベルが低下するという短所をもつこと
になる)。ところが、ドイツのように、資格試験であれば、一定の合格ラ
インに達している者は、だれでも合格できる理屈である。それが、大学に
自由に入学できるこを前提にして、法曹資格取得のための国家試験も資格
試験であるから（しかし、この方式は、法曹の質を一定の基準に確保すること
ができる点に長所をもつ)、ますます法曹人口は歯止めがかからず、増大す
る一方である。それでは、日本のように、合格定員を定めて、競争試験に
できないのかという問題に対しては、憲法上の職業選択の自由を剥奪する
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のではないかとう観点から、強く疑問視されているために、身動きができ
ないでいる。
しかし、法学部への殺到、弁護士人口の増加が、学生たちの法律学に取
り組みたいとか、国民の権利保護や司法による社会正義の実現に情熱を燃
やしてのことなのかを、問い直す識者もいる。ところが、科学とか工業技
術、サービス産業のための基礎的学問分野に殺到してはいないのと較べて
（つまり、理工学系とか経済学系に殺到はしていない)、やはり、社会への貢
献の意気込みの以前に自分の職業選択に際して、法律職が容易でくみしや
すいと考えたところがあるからではないのかと疑問を投げかけている。し
かし、このような疑問の提起自体にも問題がある。むしろ、国民にとって
は、医療業務に携わる人材とともに、司法界への優秀な逸材の殺到は、大
いに歓迎すべきことだからである。
ところが、このような法学部への殺到、実務修習の洪水を無条件で歓迎
できない社会が前述のように二つあった。ひとつは、実務修習の費用を負
担するラントであり、もう一つは、未成熟弁護士の氾濫の予感に困惑して
いる弁護士界である。
そこで、この二つの社会とも、同じ、法曹大量激増問題に端を発して、
全く異なる解決策を考案して、その具体的な実現を要求している。いずれ
も、その解決策とは、法曹養成の仕組みの改革の考案であり、それに基づ
く改革の実現の要求である。ところが、この二つの社会からの改革要求
は、全く異なるところから、衝突もすることになるのである。
⑵ 法曹養成改革思潮の成立
ところで、もともと、法曹養成教育をどのようにすべきかについて考え
る人が100人いれば、100とおりの考え方がある。それは、日本でも同じこ
とである。いわんや、日頃、この問題に直接に当面して、切実にその解決
を迫られ、日常的に、それに取り組んでいる立場にあれば、だれでも、さ
まざまに対策の樹立を苦慮しているのは当然のことであるから、各人がそ
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れぞれの解決策についての意見があり得る。
利害関係を共通にする立場の人々（あるいはその人達が構成する限定社
会）の間にも、相互に真っ向から反対の意見が交錯･対決･対立すること
も間違いない。それでも、この人々が議論のルールに服しながら、この問
題について意見を表明･交換し、激論を交わす中で批判と賛成の討議･協
議を繰り返して、各問題点の解決について妥協を重ね、結局は、些細な、
いくつの点では承服しかねても、大まかなところで統合された姿勢が示さ
れ、同一方向の志向に到達し、やがては、それが対外的にも、その人々
（あるいは社会）の意見として責任のある提示がなされる場合には、それ
は、もはや、個々の意見の併存･集合ではなくて、その人々（あるいはそ
の所属社会）の見解の、将来に向けての大きな思想の流れ、つまり潮流と
して受け止めるべきであろう。
もとより、その中でも、100人100様の意見に相違がある実質に変わりは
ないから、特異の異論があり得て当然であるが、それを表出させることを
せずに、その大きな流れの中に埋没させることに同意していれば、その見
解は、その利害関係を共通にする立場の人々（あるいは限定社会）の統一
的な改革『思潮』として理解して差し支えないだろう。
そのことは、ドイツでも法曹養成をめぐる問題についても同様であっ
た。そして、この『改革思潮』を基礎として法曹養成改革を実現するため
に『改革法案』が作成され、ドイツ連邦議会に提案されることになったの
である。
⑶ 三つの改革法案の中心は弁護士修習の改革
この意味の、法曹養成改革を志向する『思潮』には三つある。
第一は、伝統の『統一法曹』の観念を廃棄した上で、新たな法曹養成制
度を構築しようとするドイツの弁護士界の改革思潮である。この思潮は、
やがて、弁護士界を中心として、ドイツ「自由民主党」(FDP）を巻き込
んで『法曹養成改革法案』に具現化されることになる。いわゆる FDP法
ドイツ法曹養成思潮の衝突と融合（Ⅰ)（鈴木) 13
案である。
第二には、『統一法曹』を維持しながら、法曹養成と裁判運営に責任を
もつ、国、つまりラントの改革思潮である。これは、各ラントの司法大臣
で構成される司法大臣会議を中心として形成され、当初の一段階養成論か
ら伝統的な二段階養成論に大きく転換しながら、『連邦参議院法案』に結
実することになる。
ところが、この第二の改革思潮を基本として、第三に、?弁護士修習の
充実」が優れた弁護士を誕生させることになるのは確かであるから、それ
が、ただちに、司法の受益者である国民の利益にもなるという立場から、
弁護士界の改革要求思潮をも取り込んだ改革思潮が登場する。これが「ド
イツ社会民主党」によるそれであり、ドイツの法曹養成の外国比較をも重
視して国際的視野も取り込んで、独自の法案を作成する。いわゆる SPD
法案である。
そして、この三つの改革思潮は、一方で、鼎立したまま、他の二者の内
容･方法を激しく批判して、それと厳しく対決する場面がありながら、他
方では、このままでは出口のないところから、自己の思潮の基本的態勢は
崩すことはしないが、次第に相手の意見が参考になることも承認し、部分
的には相互に融通しあって譲歩し、敵対する思潮をも受け容れて、吸収･
溶解する場面とが入り乱れる。
しかしながら、この三者の法案に中心になったのは、?弁護士になる者
のための実務修習がどのようにあるべきか」という課題であった。つま
り、三つの改革要求･提案のなかで最も激しく相い争って衝突したのも、
そして、それと正反対に、相手の意見を取り込んで融合したのも、まさ
に、この課題であった。そして、その捨て石のように、たたき台として先
駆的役割を果たしながら、改革動向全体の背後で、たえまなく、原動力と
してエネルギーを燃やし続け、最後には、その内実を実現させたのは、当
然のことながら、弁護士界の改革要求思潮であった。しかしながら、以上
の他に、意外と見落とせない重大の問題は、修習費用負担の問題である。
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この三つ改革思潮の鼎立も、その負担者をだれにするかの攻めぎ合いの問
題も根底にあったのである。
3 弁護士界からの改革要求
ドイツの法曹養成改革は、もっとも早くから、『法曹の大量発生』の問
題に直接に被害を受けている弁護士界から、個別的に法律雑誌に掲載され
た数々の論稿により、激しく要求されている。1960年代の半ば頃から始ま
り、1980年代の半ばにはピークに達している。しかし、その改革の必要の
強調は、なにも、弁護士の個人個人、あるいは弁護士界の収入のような経
済的利益だけを計量した弁護士エゴイズムによるものではない。あくま
で、未熟弁護士の異常発生が、依頼者を困らせ、弁護士界の信頼を揺り動
かし、ひいてはドイツ司法に対する不動の畏敬の念を危うくすることを懸
念してのことであった。
従って、この危機的状況を克服するためには、弁護士の若い後継者に、
徹底的に弁護士実務の基本的知識と千差万別に変化する事案に対応できる
技能を教え込む以外に方策はないことは確かである。だが、そのことを可
能にする時期は、法学部教育を修了して、実務研修の段階においてもっと
も効果的である。しかし、この実務修習の期間には、もともと限りがあ
る。かっては、３年半もあった期間が、３年に短縮され、２年半とする時
代は長続きしていたが、EU加盟の諸国の短期養成の現実を前にして、２
年間とされて現在に至っている。
ところが、法曹養成制度が、これまでのように、裁判官資格の取得を目
標としたままであれば、短縮された修習期間の中でも、裁判官修習が中心
的な地位を占めるのは当然である。しかも、その残りの期間の中で、さら
に検察、行政などの実務を学び、やっと弁護士実務研修の番が回ってく
る。
しかしながら、このような「裁判官養成中心」の状況のなかでは、未熟
弁護士の発生を防ぐために、弁護士実務教育の充実を工夫することには、
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限度がある。そこで、この現実を直視すれば、弁護士の修習を独自に充実
させることができる『分離修習』こそ、唯一の法曹養成の仕組みであると
断定し、それを論証しながら、ここに、『分離修習』の方向に養成制度を
変更すべきであるという弁護士界の改革思潮が形成される。
要するに、弁護士界の法曹養成改革思潮の基本は、『統一法曹』『統一法
曹養成』に代えて、それぞれに法律専門職の後継者を、それぞれ、別々に
養成しようというのである。というのも、それぞれの法律的専門職は、そ
れぞれ、別々に独自の役割を担って、別々に活動しているのであるから、
その後継者の養成も、その独自性を重視した教育が必要だからである。そ
もそも、自分の将来の職業の決定は16歳にして可能なはずであるから、大
学法学部を終了した時点では職業選択は適切に行うことが可能であり、そ
れぞれの判断により、別々の進路をめざすことはできることになる（これ
に対してはミュウンヒは、後に紹介するように、第一次国家試験に合格した段
階では、法律三職の研修を何も受けていないのであるから、法律三職では、な
にが行われるのか皆目わからないうちにどの職種を決定しろというのには無理
がある、と批判している)。そうすると、実務修習を設営する側も、それぞ
れ別々に理念と方策をもって準備しておく必要があるが、ともかくも、裁
判官修習、弁護士修習、行政官修習に分けて修習を行うことにする。指導
者もそれぞれ別々に嘱任し、修習期間もそれぞれ別々に決定することにな
る。たとえば、後掲のようにドイツ連邦弁護士会は、実務修習期間は全体
で27ヶ月とし、そのうち、弁護士修習は15ヶ月とする。しかも、弁護士事
務所での修習は12ヶ月であるという。
このように、弁護士界の改革思潮は、統一法曹養成批判のうえに、こと
に弁護士職に就くことを希望する者には、たっぷりと時間の余裕をとって
弁護士職独自の法的思考方法と実務実践の技能、ことに法律相談と裁判外
の権利形成についての徹底的な修習が可能となるように、他の法律職の後
継者とは分離して修習を行う改革の実現を企図したのである。
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4 司法大臣会議の改革思潮概要
司法大臣会議の改革思潮は、改革を提案した初期と最終期とでは転換し
ていることに注意を要する。それには、弁護士界の改革思潮の影響があっ
た。
1970年代から、法学部の学生が次第に増加し、それに伴って、実務修習
のために修習生が、限りなく増大してくると、これに支払う手当ての費用
がラントの財政を圧迫し始めた。このためにラントの財政担当者は悲鳴を
上げたが、この担当者は修習制度ないし法曹養成制度についてとやくい
う、なんの権限もない。それをもつのは、司法省、ことに司法大臣であ
る。しかし、修習制度は、各ラントの管轄･権限のもとにあっても、根幹
はドイツ連邦全体の統一問題として、大枠が連邦法で規制されるから、一
つのラントの司法大臣の意向でこれを左右できることではない。そこで、
各ラントの司法大臣で構成される『司法大臣会議』が法曹養成改革のため
の活動を開始することになる。
この司法大臣会議では、もともと、各司法大臣の法曹養成問題について
の個々の意見･思想の評議の場であったが（各自はそれぞれ法律雑誌に独自
の意見を表明したり、論文を執筆していたが、法曹界に対するその影響力は大
きかった)、司法大臣会議として協議を繰り返しているうちに、各ラント
の司法当局の個別的意見としてだけではなく、司法大臣会議全体としての
法曹養成改革思潮がまとまってくる。それは、現行の統一法曹と統一法曹
養成の堅持である。
ただ、1996年のビ－スバ－デンの67回の会議では、?統一法曹養成は、
あまりにも高価になりすぎているので、これをやめるわけにはいかない
か？ 各ラントの司法行政部は、これをやめて、将来、国家職勤務に就く
ものと弁護士職に就くものとを分割して修習させるわけにはいかないか
（前者にだけ手当てを支給するつもりだった）？」、という異例の発想を見せ
た。だが、そうにもならず、『統一法曹』を堅持することを前提にせざる
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をえなかったが、?それならば?」と思い切って、1998年には、ラント財
政圧迫の根源である「実務修習制度自体の廃絶」を提案したのである。ま
た、莫大な費用を要する国家試験が、これまで、２回もあったところを、
ヨーロッパ諸国並に１回だけにとどめることまで、13対３で決議するので
ある。ラントの数は16であるから、圧倒的多数を占めていたのである。こ
のことは、各ラントで、いかに、修習制度に困惑していたかを理解させ
る。
⑴ 司法大臣会議の真意を『目方で計る』ことができれば?
そして、伝統的な修習制度に代えて、大学在学中の３年目の１年間だけ
を、裁判所、検察庁、弁護士界、行政官庁などの見学修習に終始すること
にする。これは、在学生の行事であるから、原則として修習のための手当
てを支払う必要はない。そして、１年間の見学実習の後に、再び大学にも
どり、もう１年間を選択科目の履修をしたのちに、１回になった国家試験
を受験することになる。いわゆる一段階養成論である（現行の、あるいは
これまでの大学法学部の在学と実務修習の二段階を経る法曹養成論の構造に対
して、大学法学部だけで終了する)。こうして、ラントは実務修習のための
支出を免れることができる。
そして、この国家試験の合格後の継続修習は、それぞれ別異に行うこと
にする。
このように決議した後でも、年２回、行われる司法大臣会議も、この
「一段階法曹養成論」を持続させてゆくのであるが、この時期の司法大臣
会議の真意を「目方で秤る」ことができるならば、８割は財政負担の軽減
を目論むことにあったに違いない。しかし、この会議を繰り返すうちに、
２割にとどまっていた法曹養成教育の充実が次第に比重を取り戻し、やが
て、法曹養成の責任者としての自覚から、２割が３割に、３割が４割に変
化してゆく。
ことに1999年７月のバーデンバーデン会議、同年11月のボン会議では法
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学部教育の充実すべきことが取り上げられている（たとえば、講義の聴講
生を240人に限定し、それを30人づつに分けて補習を行う。選択科目は60人とす
る)。そして、明瞭な転機を迎えたのが、2000年11月のブリュッセルの会
議であった。
これは、一方で、前掲の1999年11月のボン会議における学部教育の徹
底･充実の標榜を承けて、さらに、そのうえに、職業教育の指導強化、と
りわけ弁護士実務実習の拡充を提唱しているのである。それにもかかわら
ず、弁護士界からは、その不十分･不徹底に対して、かなり厳しい批判が
行われているが、それも、その筈で、大学に籍を置きながらの見学実習だ
からである。
それにしても、他方で、なんとか、財政負担の根源である修習生の増大
を防ごうとする努力が見られる。第一に、大学において中間試験を行い、
その成績不良者を退学させて、修習生にしないようにする。次に、この中
間試験に合格した者でも、法学部を終了した後に、必ずしも、実務修習を
受けないで、他に職業を探すことができるように、終了証明書を授与する
ことにして、これまでの法学部を終了した者全員を実務修習に流れ込むこ
とがないようにシステムを変更させる。さらに、法律職を希望する者のた
めにも、実務修習を受ける必要のない法律専門学校を設立させて、その専
門学校の卒業後には、ただちに経済界に就職できるようにする。
また、各ラントとして、あるいは司法省として、法学部への進学自体に
も警告を与えて、これまでのように、法学部の進学は、そのままドイツの
法曹となることができた時代が終わり、これからは、必ずしも、そのよう
な希望どおりにはならないことを数字を挙げて説明することを繰り返した
のである（これはかなりに効果があったことは進学者が激減したことが数字で
示されている)。
このような案出により、法学部への進学自体を抑えこみ、その上、法学
部の卒業生でも社会に拡散させて修習に向かわないように仕向けたのであ
る。
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ところが、このような変革努力をしても、すでに現存する厖大な学生の
ために、見学実習だけでは、到底、弁護士修習の成果が上がらないことを
憂慮して、司法大臣会議の一段階養成論を厳しく批判し続けていた弁護士
界の改革要求が、1998年来、日を追うごとに強まって来たために、司法大
臣会議も、それまでのように、この弁護士界の改革要求思潮を無視を続け
ることは困難になっていった。
⑵ ?二段階養成論」への転換の容認
そして、ついに、弁護士界からの批判を容れて、司法大臣会議はブリュ
ッセル会議において転機ともなるべき発言をして、転換を容認している。
つまり、この会議自らが、これまで持続的に観念してきた一段階法曹養成
の方針を転換させることも視野に入れた根本的な改革の検討を、新たに設
置した『合同調整専門委員会』に委嘱しているのである。
この委員会は、ノルトライン･ウエストファレンの司法大臣を議長とし
て2001年１月から５月まで審議を精力的に続けた。その結果、この『調整
委員会』は、司法大臣会議がこれまで執着してきた法学部教育まかせの
「一段階養成論」から、現行の「二段階養成論」を前提とする法曹養成制
度に転換した改革を提唱し、その改革草案まで起草しているのである。そ
れは、四つの文書にまとめれられて公表されている。⑴「改革草案」、⑵
その「立法理由書」、⑶ それに至るまでの「調査報告書」、⑷ 範例学習プ
ランである。
こうして、この委員会の提言及び改革草案は、2001年７月のトリエール
で行われた司法大臣会議で承認･採択される。つまり、この委員会の提唱
した内容の二段階養成論が、これ以後の司法大臣会議の改革思潮となるの
である。その結果、この草案が各ラントの司法大臣による改革法案として
連邦参議院に送付されることが決議され、それが、連邦参議院法案とし
て、連邦議会に提出されることになった。2001年９月27日のことである。
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⑶ 司法大臣会議の改革要求思潮の自壊の原因
それにしても、司法大臣会議は、これまでかたくなに固執してきた「一
段階養成論」を抛棄して「二段階養成論」に転換したのは何故なのだろう
か。
一つには、?一段階養成論」を固持してきたラントの司法大臣が任期の
満了によって、?二段階養成論」を主張する司法大臣が新たに就任したこ
とによるという説明もある。その説明によると、司法大臣会議では、当
初、財政問題の解決のために、実務修習制度を廃止する一段階養成論が圧
倒的に支持されていたが、時が経つのにつれて、一段階か二段階かの論争
の各支持者が相い半ばするようになり、やがて、二段階論が大勢を占めた
というのである。それも確かな事実である（現に、一段階養成論の首魁はノ
ルトライン･ウエストファレンの司法大臣 Behrensその人であったが、二段階
論の転換の立て役者は、やはり、同じノルトライン･ウエストファレンの司法
大臣 Dieckmannである。彼が「調整委員会」の委員長として、審議を続け、二
段階論の法案まで作成している)。
しかし、それでは、何故、各ラントで前任者と交代した新任の司法大臣
が二段階論支持に回ったのだろうか。
詳細は、次稿に回すとして、結論だけを言及すれば、弁護士界の改革思
潮の猛撃を受けて、これまで固執してきた一段階論では、到底、十分には
法曹養成教育の充実は計れないことを自覚して、弁護士界の改革要求思潮
をも吸収することにより、一段階論が自壊作用を起こしたものであると考
えられる。
司法大臣会議は、確かに、当初は、もっぱら、財政負担からの免脱だけ
に専念していたが、会議を重ねるうちに、次第に、ドイツが当面している
法曹養成教育の危機的状況を直視すると、一段階養成では、大学教育と実
務修習の両方が中途半端になってしまうことを認識して、二段階養成論に
転換せざるを得なくなったのである。
繰り返すと、まずは、司法大臣会義が大学教育の改革に注目したのは、
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この「一段階養成論」の「一段階」とは、結局、大学教育段階に他ならな
いから、法曹養成のすべてをこれに任せる以上、この大学教育の充実を考
慮しなければならないのは当然だった。しかし、限定された大学教育期間
内で、教育の充実を考慮すればするほど、実務を習得する余裕は乏しくな
っていったのである。
⑷ 『法律専門職の世界で生じている変化』の認識
この『合同調整専門委員会』は、一方で『統一法曹』と『統一法曹養
成』を礼賛しながら、実は、もう一つの注目すべき認識があった。
それは『法律専門職の世界では、変化が生じてきている。いまや、前面
に躍り出て中心的な活動しているのは、弁護士を初めとして、企業法務
家、行政法律家などの法律相談活動および権利形成活動である。訴訟回避
がますます重要性を増大させ、逆に、訴訟、裁判はその重要性を失いつつ
ある。そこで、若い法律家の圧倒的な多数が、弁護士職に就き、専門分化
を体験することになるのである。そのことによって、経済学、社会学、修
辞法、交渉マネージメント、調停、仲裁などの学際的能力と知識を身に付
けていることの需要が思い知らされることになる。それに加えて、ますま
す重要性を増してきたのは、国内法の知識だけではなく、超国際法、国際
法、とりわけヨーロッパ法、国際的法比較それに特殊専門的な外国語の知
識で
(８)
ある』。
このような司法界における現実的な状況を基本的に認識をさせたのが、
他ならぬ弁護士界の改革要求思潮であった。司法大臣会議は、一方で、大
学の法学部教育の充実を真剣に考慮しながら、他方では、法律相談部門や
裁判外紛争解決などのために、弁護士実務修習の必要と拡充を図からなけ
ればならなくなっている現状を十分に認識すると、大学という小さな受け
皿に盛り込まなればならない法学基礎教育の重量と実務修習のために必要
な分量の重さに耐えきれなくなって『一段階法曹養成論』は自壊したので
ある。そして、それは、同時に、弁護士界の改革思潮と衝突しながら、そ
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れと融和もさせてゆく場面でもあった。この結論が、各ラント司法大臣の
支持を受けて、『参議院法案』として連邦議会に提出されるのである。
⑸ 連邦参議院法案の特徴
この司法大臣会義の改革思潮に基づく連邦参議院法案の特徴は、一方
で、これまでの『統一法曹』の理念を堅持しつつ、他方で弁護士界の改革
要求思潮も受け容れて、法曹養成教育の二つの段階で、ともに『フレキシ
ブル』であることを原理とするというのである。
まず、大学教育の段階においても、教育内容や方法を、これまでのよう
に、ドイツ連邦だけが法律をもって規制するのではなく、各ラントによる
決定枠をできるだけ拡大すべきであるとする。その結果、ラントごとに異
なる法学部教育が行われることになるが、そのことが是非とも、必要であ
ると考えるのである。つまり、各大学がどのような教育内容を学生に提供
できるかを、大学相互間に競争させ、もっとも良質な教育により、その成
果を挙げさせようとするのである。そして、そのための、もっとも効果的
な手段が選択科目であるという。そこで、どのような選択科目を設置する
かは、各大学に任せて、それにより大学間の競争を促そうとするのであ
る。ここのところが、前述の、弁護士界の改革思潮をそのまま取り入れ
て、自分の改革提案に融合させているところである。
また、実務修習の段階でも、第二次国家試験の合格者には、すべて等し
く統一法曹資格を与えることは、連邦法規模で定めるが、しかし、実際
に、実務修習がどのように行われるかは、各ラントに大幅に自由な決定に
任せることにした。
そして、他方で、弁護士修習は、すべての修習生は、義務的に、これま
でと同様に３ヶ月とするが、弁護士として登録が認められるためには、弁
護士のもとで12ヶ月の修習を必要とするというのである。
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⑹ ドイツ弁護士協会の批判
この法案では、かなりに、弁護士界の改革要求を認めたはずであった
が、ドイツ弁護士協会は2001年９月26日の理事会決議において、一応、歓
迎の意を表しながらも、改革としては不十分であるとして批判して
(９)
いる。
5 SPDの改革思潮とSPD法案
この司法大臣会議に基づく参議院法案が連邦議会に提出された後、ドイ
ツ社会民主党（SPD）及び連合90／緑の党により、独自の法曹養成改革法
案が作成され、連邦議会に提出された。2001年10月17日のことである。こ
れを『SPD法案』と名称しておく。
この『SPD法案』の内容は、Greßmannによれば「この参議院法案に
基づいて作成･提出された」ものとされているが、弁護士実務修習の重視
の点では、参議院法案よりも、もっと徹底をきわめており、分離修習提案
に賛成しない点を除けば、弁護士界の改革思潮の代弁者と見られる程であ
る。つまり、司法大臣会議の結論を内容としながら、ことほどさように、
弁護士界の改革思潮との融和をこころがけているのである。
しかし、さすがに、連邦議会に提出されると、この SPD法案には修正
動議が出され、法務委員会に送付された後、この委員会により、弁護士実
務修習の重視の急傾斜は、かなりの程度に、水平に「元に戻されている」
が、この修正案が今次の『法曹養成改革法』として連邦議会で可決される
ことになったのである。
ここでは、本稿のテーマである、?弁護士界の改革思潮」の影響力を理解
するために、この『SPD法案』の中の弁護士関連を、上記の Greßmann
が、まとめて記述しているところをそのまま利用し
(10)
たい。
⑴ 弁護士修習の強化
法曹養成改革の本質的な目標は、後継者たちの職業実践の要請、こと
に、弁護士実務のための諸要求に応じられるだけの準備教育を改善するこ
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とにある。従って、実務修習の枠の中では、弁護士修習のためにきわめて
強く重点をおかなければならない。
現在の実務修習では、修習箇所の数の点でも、国家試験の形態の点で
も、あまりにも著しく、修習生が将来の裁判（司法）において活用できる
ようにだけしつらえられている。しかしながら、このような状況は変革さ
れなければならない。たとえ、将来役立つような修習であることを保障す
るためであるとしても、コアとなる実務修習の範囲内では、裁判（司法）
修習、弁護士修習、行政修習のいずれに比重をかけるかを修習生に自身に
選択させることをすべきではない。
むしろ、すべての修習生に対して、弁護士関連要素を、一般的に修習に
おいても強化し、また、弁護士実務領域においては――12ヶ月間に――義
務的修習期間として延長しなければならない。
そのように弁護士修習を一般的に強化するとしても、裁判（司法）の分
野と弁護士の分野では、親近性をもっているから、そのことは、裁判（司
法）に特有な修習の必要性も、また、裁判（司法）修習の利益をも、なん
ら害するものではない。また、修習生がその後になって、行政の分野とか
経済界で活動する場合があっても、その場合のためには、強化された弁護
士関連の実務修習は、きわめて有用となるはずである。というのも、それ
らの分野での活動は、裁判官の活動よりも、むしろ弁護士活動に類似して
いるからである。
⑵ 大学における弁護士指向教育の促進
弁護士を指向した法曹養成教育は、すでに大学において、その促進が始
められなければならない。この弁護士実務関連教科は、弁護士の思考と弁
護士の行動様式の統合を正規の講義の中で行うとするものであって、新た
な学問内容を授けようとするものではない。これが目標としているところ
は、どの学生に対しても、法学教育を進行させる中で、繰り返し、かつ強
調して――弁護士実務家による弁護士の行う展望と行動方法とを、授業の
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中に取り込むことによって、それを直面させることを目的とするのであ
る。このような弁護士関連を講義やゼミ、それに試験･演習において行う
ことは、大学教育における必要な補完として行うのであって、原理的に、
教育の学問的方向付けのためではなく、もっぱら、弁護士実務関連を明確
にするために行うものである。
⑶ 法曹に要求される社会的対応力
法律専門職における効果的な活動にとっては、国家試験の成績が重要で
あるだけではない。?非法律的な能力」は、今後もますます決定的な重要
性を増大してゆくことになるはずである。そのために、とりわけ、必要と
されているのは、社会的対応力であり、――それは部分的には、次の能力
と重複するが――交渉マネージメント、対話の実施、修辞学、紛争回避、
仲裁、聴き取りの技術、それにチームワークの能力などのような学際的な
『基準となるべき資質』が要求されている。大学にとっては、このような
能力と技能を、適切な教育方法と教育措置をもって促進させることが、と
りわけ重要な使命である。
ところが、このような社会的対応力を、例えば弁護士の認可要件にした
り、判事職の任命条件とするために、その具備を計量することができるだ
けの基準を、抽象的･一般的に法律で定めることは困難である。さらに、
社会的対応力は、いつもそうであるように、生活体験や職業経験によって
次第に蓄積されてくるものである。従って、若い法律家（第二次国家試験
の合格者のこと）が裁判官として活動を開始する以前には、まず、もって、
他の法律専門分野で一連の職業経験年月をすごすことが重視されるべきで
ある。
しかも、こんにちでは、すでに、裁判官に任官させるに当たっては、社
会的対応力を持っているかどうかを、いっそう重く基準としているのであ
り、たとえ、本人が任官を希望しても、修習終了直後には、任官させない
ことができるようになっている。現行法でも、裁判官にとって生活経験が
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特別に意義のあることが認められているのである。
各ラントにおいて、裁判官が任命されるに当たり、その任官年齢につい
てはさまざまに規定されているが、しかし、通常は、明確に、公務員の任
官年齢について定めている。また、現行の裁判官の俸給規則は、それまで
の生活経験に特別な意義を持たせている。つまり、裁判官の俸給の額は、
いわゆる勤続年数で決まるのではなくて、生活年齢が基準となることが原
則である。このことは、法律家、ことに公務職以外の他の法律専門職に就
いている者が自ら望んで裁判官職に移行することを容易にしているのであ
る。
⑷ 教育における弁護士の協力の強化
弁護士教育の改善を確実に達成することができるためには、教育におけ
る弁護士の協力を必要とするし、ことに実務修習においては、弁護士の協
力を強化する必要がある。そこでは、とりわけ――これまでよりも、はる
かに強化して――アルバイトゲマインシャフト指導者及び試験の実施にお
ける試験官を、弁護士界から選出する必要がある。さらに、もう一点あげ
れば、弁護士の特別コースの実施のために、たとえば弁護士界による特別
な教育機構を策定することも重要である。
⑸ 国家試験による実務修習の終了
実務修習の終了は、弁護士界の公的な関与のもとに、国家試験をもって
行われる。
試験においては、十分に弁護士が協力しなければならないし、試験問題
は、弁護士実務からの問題が数多く含まれていなければならない。
⑹ 各職業分野の間の流動性
たとえ、以上のように、弁護士実務修習に重点がおかれるようになって
も、統一法曹教育の維持によって、個別的な各法律的専門職間の望ましい
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流動性は確保されるべきである。
このような、改革要求思潮に基づいて、SPD法案はできている。つま
り、弁護士界の改革要求思潮を十分に理解した上で、これを受け入れてい
る。ことに印象的なのは、裁判官は、修習の終了直後に任官させるのでは
なくて、任官以前に、数年間を他の法律専門職で活動した後にするように
勧めていることである。その根拠となっているのは、法律家には、社会的
対応力を備えることが必要であるが、その力量のほどは、具体的には計測
することができないけれども、それは、まちがいなく、人生経験や社会体
験、ことに職業経験の蓄積が、それを身に付けさせるのであるから、生活
体験や職業経験を任官の条件にするということである。ここで、?他の法
律専門職の経験」というのは、主として、弁護士としての実務経験を指し
ていることはまちがいない。かって、日本でも、法曹一元が提唱されたこ
とがあるが、ドイツでも、実際に提言されていることが注目される。
以上では『SPD法案』における弁護士関係だけを取り上げているが、
それ以外にも、Greßmannは『SPD法案』全体の内容から、その改革の
企図の要点を抜き出して、箇条書きにして簡潔にまとめあげて
(11)
いる。
6『法曹養成改革法』の成立とその特徴
以上のように、三つの法曹養成改革思潮は、それぞれ、独自に三つの法
案を作成し、それぞれを連邦議会に提出した（FDP法案は2000年２月11日、
連邦参議院法案は2001年９月27日、SPD法案は2001年10月17日に提出)。
しかし、統一法曹養成を否定し、分離修習を提案した FDP法案に対す
る立法機関の拒絶反応は厳しく、第一読会で激しく批判にさらされた後、
公聴会の意見でも真っ向から否定され、それに続くアンケート調査による
応答でも容赦なく論難されるところとなり、第二読会･第三読会で、
FDP法案は否決された。次いで司法大臣会議の決議を内容とする参議院
法案も否決されるのである。そして、SPD法案が法務委員会の修正を経
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て、2002年３月21日に可決され、４月５日に連邦参議院の同意の可決を経
て成立し、2003年７月１日に施行された。
これが『法曹養成改革法』であるが、前述のように、正式には、『ドイ
ツ裁判官法及び連邦弁護士法の改正に関する法律』である。変更され、追
加された部分は、ドイツ裁判官法５条と５ a条、b、c、d、それに６、９
条および109、112条、そしてそれに伴う連邦弁護士法の59、73条の変更で
ある。
もっとも、この規定だけがドイツの裁判官の養成に関する法規制のすべ
てであり、裁判官の養成、即法曹の養成でもあるから、この裁判官法の改
革が、即『法曹養成改革法』というのも正当であり、以下でも、この名称
を用いる。
しかも、この改革法は連邦法として、大枠を定めた大綱法（Rahmen-
gesetz）にすぎないから、その具体的な個別的内容は、各ラントの法に規
定しなければならないので、各ラントは、目下のところ、次第、次第に、
自分のラントに特有の「法曹養成法」?法曹養成規則」を定めて行く。そ
して、当然のことながら、そこには、法学部教育と実務修習のそれぞれに
ついて、そのラント固有の内容が定められている。
そこで、以下に、大綱法として定められた改正『法曹養成改革法』の特
徴だけを変更前と比較してみることにする。
● 大学教育期間の短縮 大学教育は、改正前には、３年半とされてい
たところが、４年間となったのであるから、延長されたようであるが、改
正法では、最短は２年間は在学しなければならないところであるが、大学
の行う重点領域の試験と国家試験として行われる必須科目試験のための認
可に必要な成績に到達していることを示した場合には、この教育期間は短
縮できるとされている。
そして、すでに、改正される前後の年度には（例えば、2001年)、受験者
総数14，315名のうち、８ゼメスタ－（日本的に数えて４年度生）が4，501名、
９ゼメスタ―1，934名、10ゼメスター（５年度生）2，101名で、この５年度
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生までで8，536名が受験している。つまり、受験生の６割近くが５年度修
了で第一次試験を受験しているのである。このうえ、『試し受験』(KAMI-
KAZE受験と名称されている）の６ゼメスタ－（３年修了）の49名、７ゼメ
スター（３年度半）の445名を加えると５年度生までの受験が６割を超え
ているということであるが、これで公式に、さらに若返ることになる。
ただ、原則的には、大学教育４年、実務修習２年で６年である（合格は
８割を超える）のに対して、わが国では、大学４年とロースクール２年、
そして実務修習１年の７年である（合格者は、おそらく３割にはならない)。
● 大学における『重点領域』科目の重視 これは、もともと、選択科
目であるが、これを強化したのには、二つの狙いがあったという。ひとつ
は、必須科目自体の理解の深化･徹底をはかることが目的であり、もう一
つは、この科目の設置が各大学の工夫に任せるために、各大学はどのよう
な科目を設置して、どのように教育するかを各自が決定することで、大学
間の競争を煽ることが目的であるという（この度の改正の眼目の一つとし
て、しきりに、?各大学間の競争を促すこと」が重大視されている――本当に正
しいかどうかは疑問であるが)。そして、この重点領域科目の試験の実施は、
完全に大学に移管されるのである。
しかし、必須科目の理解の深化といっても、また、各大学間の競争を煽
るために設置がまかされるといっても、具体的なイメージがとれないの
で、いま、手元にある大学で設置が予定されている科目を並べてみると、
おおよその見当が
(12)
付く。
● 大学における法曹資質、ことに弁護士資質教育 大学教育のうち
に、司法、行政、弁護士にとって必要な資質の涵養を取り込むことが規定
された。それは法曹にとって必要とされる『カギとなる資質』(Schlussel-
qualifikation――なんと訳せばよいかわからないが、次に挙げられる例から見
ると、?基本的能力」と訳すべきか)、例えば、交渉マネージメント、対話方
法、修辞法、紛争調停、仲裁、尋問方法論、コミュニケション能力などで
ある。
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このような能力が法曹にとって必要であることは理解できるが、大学の
カリキュラムの中で、実際にどのようなプログラムで教育するのか、現実
性は極めて希薄であると思われる。だが、実際に大学教育によって実現で
きるかどうかはともかくとしても、このような資質を身に付けさせる必要
が、一つの努力目標として掲げられたこと自体に意義がある。というの
も、このような資質が法曹にとっては、不可欠であることは、これまで
は、改革論議においては、必ず、いろいろと取り沙汰されてきたが、その
ことが、『法曹養成改革法』の中に明確に定着させらることになったので
あるから、今後、時間をかけても、それが具体的にどのように実現される
かが注目されるところである。
● 大学における外国法の言語･外国法の知識の習得の必要 EUの一
方の盟主としてのドイツにとっては、法曹養成のためには当然の要求であ
ろう。ただ、外国語の知識の習得ではなくて、法律学上の外国語を学ぶこ
とであり、または、法律学的な言語コースに参加したことを証明しなけれ
ば、第一次試験を受験できないことにしている。
もっとも、このように、法律学上の外国語の習得の必要には、批判の声
もある。ドイツの地方の片田舎の弁護士業務のために、なにほどの外国語
が必要となるのか、という疑問である。
● 第一次試験の改正 これまで、この第一次試験は、当然のことなが
ら、国家試験であったが、改正では、この第一次試験の構成を、大学内試
験と国家試験に分けたので、これまでのように、『第一次国家試験』とは
言わなくなった。そして、大学で実施する試験は、前記の重点領域科目の
試験であり、その出題には、前記『法曹となるカギとなる資質』のための
テストも含まれる。そして、この大学の重点領域の試験の成績は、第一次
試験全体の成績の30％の割合を占めることになる。
他方の国家試験は、必須科目の試験であり、これは、従来と同様に、論
文試験と口頭試験とがあり、論文試験に一定の得点を取った者だけが、口
頭試験を受験できる。そして、必須科目としては、民法、刑法、公法、手
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続法の基幹分野であり、これらには、ヨーロッパ法関連、法律学方法論、
及び法の哲学的、歴史的、社会的基礎を含まなければならないとされてい
るのである。このような科目のいずれもが、出題の範囲が限定されている
にしても、受験生にとってはかなりに重圧なのではないか、と表面的には
考えられる。いま、取りあえず、バイエルンの第一次国家試験の試験科目
を挙げておき
(13)
たい。
7 改正後の弁護士界による養成プログラムの起動
弁護士界としては、修習期間はそのすべてを弁護士修習に全力を挙げた
いとして、自分で考案したVモデルによる独特の分離修習を提案したの
にもかかわらず、これが否定された揚げ句に成立した改正法では弁護士養
成のためにはきわめて不完全であると反発した。
この改正法では、弁護士修習期間は９ヵ月となり、しかも、これは義務
的修習であるから、改正前と比べれば、３倍にもなったのであるが、ドイ
ツ連邦弁護士会の提案では24ヵ月であったし、弁護士協会でも17ヵ月は弁
護士事務所での修習を義務付けていた。しかも、参議院法案、社会党法案
でも12ヵ月であったのと比べると、改正法では９か月となっている。
他方、修習内容も、極めて不完全であることを批判しているが、弁護士
界は、このような不完全は、もはや、ドイツの公的機関によって補われる
ことは有り得ないと見切りを付けるや、自ら行動を起こす以外に途はない
と決断し、弁護士となった者たちへの、継続教育を組織的に行う講座を二
つの弁護士団体が、それぞれに開設するので
(14)
ある。
もっとも、このような決断は、自らの改革思潮が万全には実現しなかっ
た不満によるだけではなく、むしろ、今度の改正前夜に、すでに、弁護士
界が実務修習の指導にはあまり熱心ではなく、むしろ、怠慢であったこと
が指摘されていた反省にもよるものと思わ
(15)
れる。
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8 序論のまとめ
こうして、わが国の法曹養成制度の範型となったドイツの法曹養成制度
が改革されて2003年７月から施行された。この改革はドイツの法曹養成の
仕組みの欠陥を是正することを目的として、ここ30年間、間断なく続けら
れてきた『改革運動』の一つの到達点である。
弁護士界にしても、ドイツ連邦弁護士会とドイツ弁護士協会という二つ
の団体が、『史上も初めて』合同で会議を開いたこと自体、また、他方、
各ラントの司法大臣からなる会議において16のラントのうち『13対３』の
ラントの賛成をもって、実務修習制度を廃絶させ、国家試験も１回だけに
にしようと決議したこと自体、ドイツの法曹養成制度がなみなみならぬ危
機的状況にあることを認識していたことの証左であった。
しかも、この改革の経緯は、決して一つの固定した目標を志向する観念
に導かれたものではなく、これまで、揺るぎなく存続してきた『統一法
曹』とその理念に基づく『統一法曹養成』に対して、大量な未熟弁護士の
弁護士界への急激な参入によって、その基盤を根幹からゆさぶられた弁護
士界が、その統一法曹養成を改廃することを企図した弁護士界の改革思潮
に端を発し、他方、その改革思潮を押しつぶそうと反撃する司法大臣会議
の『統一法曹理念』との激突が続く中で、その両者の現実的な融合からで
きたものである。そして、この激突のためにこそ、盤石であったはずの
『統一法曹養成』に換骨奪胎の変化が生じる一方、弁護士界の改革思潮も
当初に企図していた過激な要求形態を変形させて、その本来的な要望を改
革法に巧みに融合させて実現させている。そして、このような融合を可能
にしたのが、SPDの改革提案であった。以上の三つの改革思潮の壮絶な
バトルの成果が、今次の『法曹養成改革法』なのである。しかも、それは
かたちから見れば、従前の統一法曹養成を維持した結果となっているが、
できあがった法律は、決して、かっての統一法曹養成の仕組みとは質的に
はかなり異なっている。
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しかしながら、このような結果も、まずは、弁護士界の改革思潮が名乗
りを挙げたからこそであり、それが袋叩きの目に遭いながら、そしてそれ
にめげず、たたき台の役割を果たしながら力強く改革要求を維持し続けて
きたからこそ、連邦参議院法案は、この弁護士の改革思潮を深く取り入れ
たし、また、それ以上に SPD提案の根底に活かされているのである。
そこで、この序論においては、このバトルのいきさつのあらましを述べ
たのであり、本稿では、以上の衝突と融和の逐一を展開して行きたい。そ
の逐一の軌跡が法曹養成問題の理念の在りようと現実の法律社会の問題と
の軋轢を余すことなく開示しているからである。
ところで、日本では、法曹養成の仕組みを、これまでのドイツ型の実務
研修を活かした養成制度から、間髪を入れずアメリカのロースクール型の
法科大学院に切り換えた。これが、日本の法曹養成のためには、まちがい
なく正当な選択であったどうか、いまは、不明である。日本がやめたドイ
ツ型の制度は、あまりにも、裁判官養成を中心にしていたために、弁護士
教育を軽視していた現状を、時代の移り変わりを熟視して、なみなみなら
ぬ努力と叡智をもって改革した。そして、やっと辿り着いた改革の成果
も、これからの実践においてどのように活かされて行くのかは、絶え間な
く注目して行かなければならないが、それにも、まして、今までに、これ
だけ大きな社会的欠陥を是正するために、法曹界全体の規模で改革努力を
してきた足跡は、これからの、日本の法曹養成制度の発展のために参考に
する必要があるのではないか、と考える。ことに、やっと、成立した改革
法に対して、ただちに、その問題点を指摘して、次の改正を促す論究も活
発であり、また、成立の当初から、不十分であると糾弾していた弁護士界
や各ラントの司法省などの弁護士教育補完の対応策の、成り行きも、そし
てその成果も注視しなければならないのである。
そこで、本章に続いて、予定しているのは、
Ⅱ 司法大臣会議と連邦参議院法案
Ⅲ SPD法案と法務委員会修正案
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Ⅳ ドイツ法曹養成法の成立と問題点
Ⅴ ドイツ弁護士界の継続養成プログラム
である。
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Stobbe, Der Einheitsjurist Leitbild oder Trugbild der Juristenausbildung?
DRiZ 1996S,439.
Gralla,Zur Gestaltung des Vorbereitungsdienstes der Rechtsreferendare.Fu?r
 
einen einheitlichen Vorbereitungsdienst BRAK-Mitt.1996S.222.
Filipo Ranieri, Juristen fu?r Europa: Wahre und falsche Problem in der
 
derzeitigen Reformdiskussion zur deutschen Juristenausbildung JZ1997S.801f.
f.
(２) 入手できる最新の資料は、2004年11月12日に発表された2003年の第一次試験の
結果と第二次試験の結果である（BMJ-Referat RB62224Ⅲ-R229/2004)。
まず、第一次試験の受験者総数は13，207人（女性6，755人）で、合格者数は9，565
人、合格率は72．4％（女性4，777人で49．9％を占めている)。
ラント別に見ると、北ドイツで、受験生の最も多いノルトラインウエストファレ
ンでは受験生は2，483人、合格者1，976人、合格率は79．6％、南ドイツではバイエル
ンの2，442人、合格者は1，682人で合格率は68．9％。ドイツ全部での合格率だけを比
較して見ると、高いのは、ヘッセンの86．1％、シュレスビッヒ･ホルシュタイン
82．2％、低いのはザクセンの58．9％、ザクセン･アンシュタルトの59．0％である。
成績を見ると、秀 sehr gutは30人で合格者の0．2％、優 gutは363人で2．7％、良
上1，567人で11．9％、そして良は3，521人で26．7％、可は4，084人で30．9％。
第二次国家試験について見ると、受験者総数は11，273人（女性1，132人)、合格者
9，722人、合格率は86．2％（女性4，498人で48．3％を占める)。ラント別に見ると、
ノルトラインウエストファレンは受験者数は2，906人、合格者1，373人、合格率は
47．2％、バイエルンは受験者1，795人、合格者890人、合格率は49．6％、ドイツ全国
での合格率を比較して見ると、高いのは、ザクセン･アンハルトが58．9％（もっと
も受験者180人で106人合格)、メクレンブルク･フォアポンメルンが56．6％、同じ
くザクセンが56．6％、合格率の低いのは、ベルリンで44．1％、ザールラントとライ
ンラントプファルツの42．2％というところである。もっとも、この受験者数も合格
者数も毎年、異なるし、従って合格率も毎年入れ代わることも考慮しなければなら
ない。しかし、ラントの間で、これだけ相違があるのは、昔からだが、それだけ
に、法曹養成は全国規格で統一しようとする伝統も理解できる。
第二次国家試験の成績を見ると、秀 sehr gutが６名で0．1％、優 gutが216人で
1．9％、良上が1，606人で14．2％、良が4，122人で36．6％、可3，772人で33．5％であ
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る。そうすると、合格者数は9，722人のうち、良と可で7，894人の81％である。良と
可で57．6％を占めている。この成績も各ラントの間での格差が激しい。だから、
Busseは、この成績は誰のためにあるのか、と問い質しているが、結局は、裁判官
となる者を選別するためだけではないかという。
(３) Mu?nch,Flut und Ebbe in der Juristenausbildungsreform NJW 1997.Heft39
S.2577
(４) ドイツでは、受験生･合格者が何歳であるかよりも、何ゼメスター終了で受験
して、合格しているかの方に関心が高いためか、手元にある資料でも、その数だけ
しかない。しかも、少々古くて、2001年の統計だけだが、大体の傾向は理解でき
る。これによると、最初に受験して合格した総数は9，139人（繰り返し受験者を含
めると14，315人）であるが、全体の平均的ゼメスターは10ゼメスター終了（５年）
である。だから、日本と比べて、それ程、在学期間が長いと思わないが、日本で
は、この上、さらに、法科大学院の２年、むしろ、就学期間は日本の方が長いこと
になる。ドイツで、最も多いのは、意外にも、８ゼメスター終了（４年）で3，184
人の34．84％（繰り返し受験では4，101人で28．65％)。次に多いのは、10ゼメスター
で1，517人、16．6％（繰り返し受験は2，101人で14．68％)。それに９ゼメスターが1，
576人で17．24％。それに11ゼメスター、994人、12ゼメスター603人でる。そうする
と、８ゼメスター（４年）から、12ゼメスター（６年）までで、7，874人で受験者
総数の86％となっている。
(５) Stobbe,Zwo?lf Thesen der Anwaltschaft zur Reform der Juristenausbildung
 
NJW 1997Heft 191284この論文の中の1287。
(６) Bo?ckenferde,RROTOKOLL des83.Sitzung des Rechtsausschusses S.2.
(７) Entwurf eines Gesetzes zur Änderung des Deutschen Richtergesetzes und
 
der Bundesrechtsanwaltsordnung、このなかの立法理由の冒頭にある。Begru?n-
dung A.Allgemeiner Teil S.9.
(８) 前注(７)S.9.
(９) Beschluss des Vorstandes des Deutschen Anwaltvereins zum Entwurf eines
 
Gesetzes zur Änderung des Deutschen Richtergesetzes und der Bundesrecht-
sanwaltsordnung―verabschidet in der Vorstandessitzung am 26. 9. 2001 in
 
Bru?sell.
(10) Greßmann:Die Reform der Juristenausbildung 2002S.26f.なお、SPD法案
の立法理由の中には、次のように、提案理由も述べられていることも参考になる。
?従って、『第一次試験』のうちの選択科目試験は、完全に大学に移管されなけれ
ばならない。このことは、法学部の責任を強化し、選択科目領域における教育内容
と試験の内容を現代的な展開に、すばやくかつ柔軟に適合させることを可能にす
る。また、法学部は従来よりも、もっとはるかに幅広い範囲において内容に重点を
置くことができるし、それによって相互の『質的競争』が行われることになる。国
際的な指導の強化のために、教育されるべき科目と試験されるべき科目のカリキュ
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ラムのうちに、外国語が義務的教科として採用されるべきである。外国語による法
律学の教科、例えば、国際法とか外国法なども、考えられるし、あるいは法律専門
の外国語コースなどの設定も考えられる」。
(11) Greßmann,a.a.O.S.26f.f.
① 法学教育と実務修習
二段階養成システムの保持は、ヨーロッパ諸国の教育課程との整合性からも必
要であり、法律が定めている法律専門職のためには、大学教育だけでは足りず、
それに続く実務修習が必要である。
② 国際関係教科の強化
国際関係の指導の強化のために、カリキュラムの中に外国語を必須科目として
取り入れなければならない。できることならば、たとえば、国際法や外国法につ
いては、外国語による講座か、それとも法律専門の言語講座などを設ける。
国際関係の指導の強化は、ドイツの地理的位置に起因する国際競争力の強化と
関連している。ドイツの大学の国際的積極性の基礎としては、外国の大学との協
力関係に重大な意義が帰せしめられる――通常は、大学間の協定によるパートナ
ーシップによるものであろうが。国際的な積極活動は、EUの促進プログラムに
より支えらることだろう。
③ 選択科目試験の大学への移管
法曹養成改革の本質的に重要な分岐点となる要素は、大学教育の終了試験のあ
り様である。この試験のかたちは、大学教育の編成、教育効果、可能な限りの幅
広い教育の進展に対して影響力がある。SPDの法案は、選択科目の試験を大学
に移管している。このように試験の権限を大学に移管することによって、従来よ
りも、きわめて広い範囲で内容的にも重要な重点項目を設定することができる
し、また、大学間に『質を争う競争』が生じせしめ、特定の重点項目に即応した
教育の傾斜を選択する可能性を学生たちに開くことができるのである。
このように、試験の権限を大学に『完全』に移管してしまうことは、教育の終
了を相互に比較できることを危うくすることになりかねない。もともと、教育の
終了の等価値性は、連邦国家においては、法律的専門職に就くためにも、また、
これらの専門職で職業的な昇進のためにも、機会の平等性の観点から基本的に重
要な意義を持っていたのである。まさに、このことのために、試験の一部が国家
の手元に残ることを確保しているのである。
(12) ミュンヘン大学
1 法律学の基礎
2 刑事司法、刑事弁護、予防司法
3 不正競争防止法、知的財産権法、メディア法
4 企業法および労働法
5 国際私法、国際民事訴訟法、ヨーロッパ私法、ヨーロッパ訴訟手続法
6 経済法及び租税法
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7 ヨーロパ法及び国際公法
エァランゲン大学
1 企業関係法 労働法、会社法
2 基礎法学 ドイツ法制史、ローマ法史、法哲学
3 国際法 国際公法、国際私法、EU公法、EU私法、比較法学
4 刑事法 刑法、刑事学
5 国家と行政 特別行政法、国家法
6 経済法 銀行法、商法、不正競争防止法
これに伴って廃止した選択科目は、非訟事件手続法、租税法
パッサウ大学
1 法及び国家の基礎
⑴ ローマ法及びドイツ法制史、近世私法史
⑵ 近代法の理念と国家理念、ヨーロッパ憲法史
2 法の国際化
⑴ 国際私法、国際訴訟手続法、比較法学
⑵ 国際公法、ヨーロッパ法
3 刑事司法
⑴ 刑事学、少年法、刑事執行法、法廷心理学
⑵ 刑事訴訟法及び刑法（上級クラスのための)、刑事弁護の実務
4 労働法･社会保障法
⑴ 労働法
⑵ 社会保障法
5 会社法･資本市場･税法
⑴ 会社法、有価証券法、資本市場法
⑵ 租税法
6 情報法･コミニュケーション法
⑴ 一般メディア法及び情報法
⑵ EUの政治的及び商業的法律問題
7 民事司法
⑴ 訴訟法及び訴訟の遂行
⑵ 国際倒産法
8 外国法
ただし、この大学においては、重点領域教育は中間試験の合格後に行われる。
ビーレフェルト大学
1 訴訟上の権利形成と訴訟遂行
2 経済法上の法律相談
3 国際商業取引
4 EU経済公法
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5 EU環境法
6 労働の社会的保護
7 刑事法学
8 刑事訴訟手続と刑事弁護
(13) バイエルンの第一次国家試験の試験科目
１ 民法（これには、危険責任法の基本が含まれるが民法典と道路交通法、製造物
責任法に限られる)、２ 商法･会社法、３ 労働法（労働関係法、労働協約）
４ 刑法、５ 公法（国家法、国際関連を含めた憲法、行政法総論、行政手続
法、行政異議手続、地方自治法、警察法、建築関係法)、６ ヨーロッパ法
（EU法その権限･機関、EU法の法源、立法手続、EU法の執行、EU法と国
際法との関係、EU法における権利保護システム) ７ 訴訟法（民事訴訟法 :
訴訟手続原則、第一審訴訟手続、裁判、強制執行、仮の処分、刑事訴訟法：訴
訟手続原則、捜査手続、第一審訴訟手続、裁判、行政訴訟法：訴訟手続原則、
訴訟類型、本案裁判の要件、憲法訴訟：憲法異議訴訟、民衆訴訟）
ただ、以上は、試験される科目の種類（範囲）だけを挙げているだけで、そ
の各科目ごとに試験が行われるわけではない。この種類（範囲）からまとめら
れて、三科目の出題である。
１ 民事法 ３問 民法を重点にして、民事訴訟法、商法、会社法、労働法
も含める。２ 刑事法 １問 刑法を重点にして、刑事訴訟法も含める。３
公法 ２問 ?公法」を中心にして、行政訴訟、憲法訴訟も含める。
この論文試験は６日間にわたって行い、各科目の試験は５時間とする。
このように見てくると、試験問題は、いかにも、浮き世離れしているほど
に、難解のようであるが、いま、手元にあるのは、改正前の問題ではあるが、
その限りでは、なんとも、ユーモアあふれる事例問題である。親しみやすく、
よぅく、考え抜かれた問題であると思う。これは改正後も同じではないかと推
察される。
(14) 二つの弁護士会のうち、どちらかといえば、ドイツ弁護士協会（DAV）の方
が積極的だと考えられていたが、現在では、ドイツ連邦弁護士会（BRAK）の活
動も活発である。
⑴ BRAKのプログラム 2003年５月16日のザールブリュッケンでの94回の総会
で弁護士教育の統一的教育内容を決めて各弁護士会に勧めている。これにかぎら
ないのであるが、取りあえずは、ここに掲げられた項目だけを挙げてみる。第一
は弁護士実務の活動分野における重点テーマである。１から９まであるが、１
は、民事訴訟における弁護士活動であり、訴訟の開始における役割に始まり、上
訴から調停役や仲裁人としての役割までの内容となっている。２は強制執行、３
は親族法･相続法、４労働法、５交通法、６賃貸借関係をめぐる法律問題から訴
訟、執行関係問題まで、７契約締結。８は刑事弁護の問題、９が行政手続であ
る。第二は、弁護士法のテーマで１弁護士職務法、２弁護士報酬法、３弁護士の
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協同関係、４依頼者との関係での弁護士責任問題、５弁護士事務所の開設と運
営、６弁護士活動と税法との関係である。
⑵ DAVの教育活動 2003年７月１日に始まる。DAVは、はっきりと、今度の
改正法が弁護士修習については、弁護士界からみると、極めて不十分であるとの
不満があり、そこで、DAVとしては、独自の拡大モデルを示して、ことに、理
論教育を中心に行うことを企画しており、90箇所以上で弁護士教育を行うことを
強調している。
⑶ 弁護士会だけではなくて、各ラントの司法省が弁護士教育の強化に乗り出して
いる。例えば、バイエルンでも弁護士修習科目に「選択必修」として、弁護士法
と弁護士市場論、弁護士戦略と弁護士責任――刑事法上のリスクも含めて、弁護
士の観点からの予防司法的法律相談などの科目である。
(15) Stobbe、前注(15)S.1286でも、次のように指摘している。
?結局、修習生は、いくつかのラントでは、弁護士事務所でもっと長期間の修習
を受けられるはずであり、このような機会を修習生は、ますますもって、もっと多
く利用できるところである。ところが、弁護士界は、明らかに、このような修習の
機会を利用していないのである。また、第二次国家試験の試験委員にもなることが
できるはずであり、そうすれば、弁護士実務からも試験問題も出題できるはずであ
るところ、いかにも、このような機会をみすみす逃している、という不満も出され
ている」。
第一 弁護士界の改革思潮と FDP法案
―?『統一法曹』への挑戦と挫折?―
序 説
⑴ 弁護士事務所は修習の駐車場ではない
統一法曹養成を否定し、それに代えて弁護士修習に比重をかける養成制
度を作り上げたとしても、もしも、弁護士となった者が、大学法学部の終
了後、僅か３ヶ月間だけしか、弁護士修習を受けていなかったとすれば、
弁護士として活動できるはずがない、と誰しも思うことである。もとも
と、実務修習期間は24ヶ月間ある。そのうちの３ヶ月間だけが、弁護士事
務所での修習が必須（義務的）であったが、その期間でさえも、実は、第
二次国家試験の準備に明け暮れていて、実際には、ほとんど弁護士修習を
早法81巻２号（2006）40
していなかったとしたら、ど
(１)
うか。到底、弁護士としての一人前として認
めることができるわけはない。しかも、修習生の、このような生活態度を
だれもが咎め立てをすることはできない、という擁護論もある。
?修習生は、第二次国家試験ばかりを凝視している。義務的修習箇所で
は、修習生は、次のようなごたくを述べることから始める。『自分たちは
この修習箇所の終わるころに書かなければならない論文を準備しなければ
ならない。だから、弁護士事務所での修習では、ちから半分にしておかな
ければならないし、時間の使い方も半分にとどめておきたいのだ』と。と
ころが、選択修習箇所でも、また、義務的選択箇所でも、論文を書くこと
にプレッシャーを感じていない。実は、第二次国家試験の抑圧の下にあ
る。この試験では、弁護士活動についてはきわめて限定された範囲でし
か、出題対象となっていない。しかも、司法試験予備校のほうが、弁護士
事務所におけるよりも、もっと、効率よく試験準備ができるというのが、
彼らのもっぱらの評判である。だが、修習生のこのような態度は、資格試
験が職業への、もっとも、重大な前提である限りだれも非難することはで
き
(２)
ない」。
自動車で買い物に出かけてきた客が、その買い物をする間だけ、駐車場
に駐車するように、?弁護士事務所」で弁護士修習をするようであったと
したら、どうか。また、?ブラリと訪ねてきて、ブラリと出て行くよう
に」、弁護士事務所での修習を考えていたとしたら、どうか。そして、実
務修習を修了した者の８割がそうであったとしたらどうか。ドイツの司法
制度は危機に陥る。
⑵ 弁護士市場の八方塞がり感
それでは、なぜ、そのような事態になってしまうのか。それは、もとも
と、修習生は、実は、初めから弁護士になることが、本来的希望ではな
く、なんとしても、裁判官や検察官などの官僚法曹になることを切望して
いるからであり、そのような事情は、第二次国家試験の最後の段階である
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口頭試問まで続くと言われている。
それは、なぜなのか。その理由は、大変に明白である。これまでの法曹
の大量の激増による弁護士市場は、すでに、過剰となっているのであるの
であるから、そこへ、未熟な弁護士がその中に割り込むこと自体が無理な
ことである。このために、第二次国家試験の合格者のほとんとが、民間法
曹である弁護士になることを望まず、裁判官、検察官、行政官などの官僚
法曹に任官することを希望することも、十分に理解することができる。
ところが、ドイツの緊縮国家財政からすれば、官僚法曹の採用の増加を
見込むことはできない。勢い、若い新米法曹（第二次国家試験合格者）た
ちは、やむをえず、八方塞がりとなって、弁護士職を選択する以外に途は
ないのである。しかし、前述のように、ほとんどが、弁護士として活動で
きるだけの知識も技能も身に付けてはいないのであるから、既存の弁護士
事務所において共同弁護士として採用されることも難しいし、いわんや独
立して弁護士事務所を開設することは不可能である。このような状況を受
験生の自己責任の問題としてだけ片付けることはできないはずである。
⑶ 未成熟弁護士放置の社会的責任
法曹を志す者のために、国家は第二次国家試験を設営し、その合格者に
は法曹となることを約束し、毎年、１万人もの合格者を輩出させているの
である。国としては、法曹資格を約束している以上、その取得者には、官
僚法曹として採用されることがないとしても、少なくとも、弁護士資格を
承認する以上、弁護士活動を独自に自分の才覚をもって法律社会において
司法の運営の一端を担うことができるだけの知識と技能を身に付けさせる
ようにしなければならない責任を負担しているはずである。
ところが、国家は、法曹養成制度が、裁判官養成制度に他ならないこと
を示すことによって、間接的に、この責任を否定したきた。
この結果、未成熟弁護士の大量出現は、現在のドイツの司法社会にとっ
て、深刻な問題であり、その直接の被害はドイツの弁護士界が、まともに
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蒙ることになる。しかしながら、このような社会問題は、本来、ひとり、
弁護士界だけが責め苦を負う筋合いのものではなく、裁判官や検察官を含
めた法曹界のみならず、大学などの教育界や、経済界、政治の世界まで
も、その解決責任を負うべき問題のはずである。ところが、ごく、最近ま
で、弁護士界以外は、言論でこそ改革の必要は唱えたが、実際の改革実現
には、ソッポを向いて知らん顔をしていたのである。
しかも、そのまま放置しておいたままの、裁判官の養成を目的とする法
曹養成システムでは、事実上は、到底、改革を実現することはできない。
このような逼塞した状況を、法曹養成改革によって、なんとしても打開し
なければならないが、その改革要求が、どこからも、出てこない以上は、
弁護士界が自己防衛のために、自ら、現在の法曹養成制度の根本的な改革
を要求する以外にはないし、また、それにとどまらず、弁護士修習を中心
にした制度を実現する他はない。つまり、具体的には、弁護士業務に重点
を移した教育･修習に改革しなければならないのである。
⑷ 弁護士界からの改革提案
そのために、まずは、弁護士界からは、独自の修習制度案を提案するこ
とにした。
弁護士界としても、日常的に、裁判外･裁判上の生起する法律問題に取
組んで、司法の運営に重要な役割を果たさなければならないのであるか
ら、改革問題だけに専念できる余裕は、それ程には大きくはないはずであ
るが、だからと言って、未熟弁護士の登場問題の国家的解決をまってもい
られないところから、独自の改革要求を練り上げなければならないのであ
る。そして、やがて『弁護士となるための実務修習は斯くあるべし』との
『分離修習案』を公表するのである。このために、弁護士界の改革思潮が
形成され、これを基礎として、FDPとの合同で『法案』を作成され、連
邦議会に提出されるのである。
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一 弁護士界の改革思潮の形成
序
ドイツには、弁護士の団体が二つある。一つは、単位弁護士会の全体で
構成される、日本の日本弁護士連合会に当たるドイツ連邦弁護士会であり
（Bundesrechtsanwaltskammer 略して、以下 BRAK)、もう一つは、ドイ
ツ弁護士協会（Deutscher Anwaltverein 略して以下 DAV）である。
これまで、弁護士側からの法曹養成制度の改革、ことに実務修習のあり
様に関しては、個人的には、ほとんど無数と言える程の数の論稿が発表さ
れてきたし、また、ドイツ連邦弁護士会も、それにドイツ弁護士協会も、
それぞれの団体独自の立場から、制度改革について意見を公表してきた。
ことに、1990年のドイツ弁護士協会の独特の構想であったYモデル養成
論は注目を集めて
(３)
いた。しかし、ドイツ連邦弁護士会、ドイツ弁護士協会
各自の意見表明も、それぞれ、自分の団体自身の意見表明としてであっ
て、決して『弁護士界』の意見として意識されて公表されていたわけでは
ない。
ところが、まず、この二つの弁護士団体が合同で、相互の意思の疎通を
はかりながら、法曹養成改革のために、次に紹介する12のテーゼにまとめ
て、意見を表明したのである。このときに、まさに、ドイツ『弁護士界』
の改革思潮が成立する。1996年12月のことである。
この両者合同の意見表明の後、引き続いて、各弁護士団体は、それぞ
れ、独自の立場から法曹養成改革について見解を公表している。それは当
然のことだが、この12テーゼを基本として作成されているのである。
まず、1998年４月の DAV（ドイツ弁護士協会）から、理事会声明のかた
ちで、弁護士界を代表する『改革思潮』の克明な内容が発表され、次いで
BRAK（ドイツ連邦弁護士会）が、1998年12月に、それを補完するかたち
で、弁護士修習のあり様についての宣言を発表している。
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1 弁護士界の改革思潮形成の端緒
―?法曹養成改革のための DAVと BRAKとの合同の12テーゼ―?
これはドイツ弁護士協会の理事会が、ドイツのラントの各弁護士会の会
長28人を招待して、『歴史上もはじめて』両団体が共同の会議をもち、弁
護士修習制度の改革原則の基本に関する12のテーゼを合同して表明したも
のである。『歴史上もはじめて』ということ自体、法曹養成が弁護士界に
とって、いかに、切迫した問題であったのかが理解できる。
テーゼ１ 法曹教育は根本的な改革が必要となっている。これまでの
伝統的な実務修習は、法律専門職の準備のためには、もはや、不十分であ
り、これでは、弁護士職をまともに準備することはできない。この現在の
修習システムでは、依頼者である市民の利益を十分に保護することができ
ないだけでなく、ひいては、司法の秩序までも危険にさらすことにならざ
るをえない。
弁護士職を独立して追行できるほどに、十分には弁護士教育を受けてい
ない若い法律家（第二次国家試験合格者のこと）は、弁護士で溢れ返る過剰
の活動市場の壁に突き当たる。この市場は、このような者にとって、経済
的に自分を支えるだけの生活を築き上げることができる機会が与えられる
ためには、あまりにも狭すぎる。このような若い法律家が遭遇することに
なる外的条件は、①認可された弁護士の数が1985年と1995年の間には７万
9，000人に増加していること、②近い将来には、さらに、劇的に確実に激
増することを覚悟しなければならないということである。
法律学の勉強を始める者の数は、過去５年間で平均的には、２万1，000
人を超えている。従って、2000年には、ほとんど２倍になっているだろ
う。すでに、現在でも、弁護士認可数は、最近7年間は、毎年平均6，500人
にのぼることが予測される（現在では、年間8，000人以上の弁護士が誕生して
いる)。
テーゼ２ 改革の目標は、職業を開始したばかりの新人の職業的能力
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の改善にある。
テーゼ３ 伝統的な実務修習は、すべての法的専門職のために、『裁
判官資格』取得を共通の目標としているが、このような目標自体も、そし
てそれを目標とする修習内容も、改革されるべきであり、その改革された
修習システムに置き換えられるべきである。
個々の法律的職業のための資格は、それぞれ別々に分離した職業専門別
の修習課程を終了することによって与えられるべきである。共通の修習部
分が規定されるべきかどうか、また規定されるとしても、それをどの程度
にするべきかの意見の形成は、いまだ、完成していない。そのいずれにし
ても、弁護士修習は、裁判官実務への洞察･究明をはたすことができるよ
うにしなければならないし、また、裁判官修習は弁護士実務への洞察･究
明ができるようになされなければならない。
弁護士修習の新たな目標は、弁護士職を独立して追行できるだけの能力
を証明することにある。この目標を達成するためには、新たな修習構造を
創造しなければならないし、そのために新たな修習内容と試験内容を明確
にしなければならない。
このような改革は、これから弁護士職を開始しようとするた者のために
は、弁護士市場に参入できる機会を造り出し、依頼者である市民の利益保
護に役立ち、司法秩序の維持に貢献することができる。
テーゼ４ 弁護士の活動は、法治国家を実現することに奉仕する。従
って、弁護士修習は、弁護士の任務と国家の任務に共通している。
テーゼ５ 修習中の候補者の身分は、公法上のものとする。
テーゼ６ 弁護士修習の期間及び内容に関して重視すべき点は、第一
は、弁護士事務所での修習活動が長期間にわたることである。また、第二
は、外国での修習箇所、あるいは特殊専門的な弁護士のもとでの修習、行
政官庁や経済界での修習は選択的であるが、それは３ヶ月よりも短い期間
であってはならない。
テーゼ７ 弁護士事務所での実務修習は、弁護士アカデミーにおける
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実務教育と理論教育によって補完される。この教育は、ラントの規模で公
法上の設営で行う。
テーゼ８ 弁護士アカデミーでは、主として、弁護士である実務家が
教育･指導する。アカデミー教育はその試験をもって完了する。もしも、
アカデミー教育をもって修習課程が終わりになるとすれば、その試験が、
終了試験となる。そうでないとすれば、その試験に合格する限りで、その
後の終了試験を受けることになる。その終了試験の価値は、他の法律専門
職の終了試験と同価値であらねばならない。終了試験は、国家試験であ
り、試験委員会は、弁護士をもって大多数を占められなければならない。
テーゼ９ 試験の実施は司法省試験局の任務である。
テーゼ10 修習課程と法律的職業との間の流動性は、保障されていな
ければならない。
テーゼ11 弁護士修習は、弁護士事務所において行う。修習及び試験
の財政負担は、国の課題である。もしも、修習生の給料を取りやめる場合
には、適切な処置（Meister-Bafoeg）によって他の修習生との機会均等が
保障されなければならない。
テーゼ12 政界からは、さまざまに、弁護士関連修習の費用の負担の
問題について要求が出されている。つまり、もしも、弁護士界が職業（弁
護士）関連修習の増強を要求したいのであれば、弁護士界がこの教育の費
用を支払わなければならないという要求である。しかしこの要求は、拒絶
されなければならない。もともと、弁護士修習は国の任務だからである。
それとは無関係に、弁護士界が自分の財政的責任で弁護士修習を行うとす
れば、必ず、もっぱら弁護士の需要を認識して、それに見合った修習だけ
を行うことになる。従って、その場合には弁護士界としては需要に見合っ
た数の修習生だけしか教育しないことになるから、それ以外の第一次試験
合格者の大部分が、弁護士職教育を受ける可能性が失われることになるた
めに、法律的職業には、もはや就くことができないことになる。それで
も、弁護士修習を弁護士界の財政的責任において要求する者は、その（法
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律職に就くことができないことの）責任をとらなければならない。
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